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注記事項

○当資料閲覧に関する事項

・当資料は個人変額年金保険の特別勘定における運用状況などについて、ご契約者の皆様への情報提供を目
的として作成したものであり、生命保険契約の募集および当該特別勘定が主な投資対象としている投資信
託の勧誘を目的とするものではありません。
なお、個人変額年金保険の新規募集は行っておりません。

・当資料の記載事項は資料作成時点の見解または過去の運用実績を示したものであり、将来の運用成果を示
唆または保証するものではありません。

○個人変額年金保険について、ご留意いただきたい事項

《ご契約後、お客さまに次の費用をご負担いただきます》
※この商品に係る費用は「保険関係費用」「運用に関する費用」の合計額となります。（ただし、一定期間
内の解約・減額時には別途「解約控除」がかかります。）

◇年金開始日前にご負担いただく費用
・「保険関係費用」
お払い込みいただいた保険料のうち、その一部は保険契約の締結・維持などに係る費用などに充てら
れ、それらを除いた金額が特別勘定で運用されます。また、ご契約後も定期的に保険契約の締結・維
持、死亡保障などに係る費用（最低年金原資保証特約を付加したご契約については最低年金原資保証
に係る費用を含みます）が控除されます。なお、これらの費用については、契約年齢や年金開始年齢
別の率を用いて算出しているため、一律の算出方法を記載することができません。

・「運用に関する費用」
特別勘定の主な投資対象となる投資信託の信託財産に対して、信託報酬（年率0.176% （税抜0.16%）/
365日）が毎日控除されます。
その他運用に関する費用として、信託事務の諸費用など、有価証券の売買委託手数料、為替手数料およ
び消費税などの税金がかかりますが、費用の発生前に金額や割合を確定することが困難なため表示する
ことができません。また、これらの費用は特別勘定で投資する投資信託の信託財産から負担するため、
投資信託の基準価額に反映することとなります。したがって、お客さまはこれらの費用を間接的にご負
担いただくこととなります。
※運用に関する費用は2025年3末（以下「基準日」といいます）現在のもので将来変更される可能
性があります。

・「解約控除」
上記の費用とは別に、契約日から10年未満に解約または減額された場合、「解約控除」をその時の積
立金額（減額の場合は減額対象となる積立金額）から控除しますが、この金額は契約年齢や年金開始
年齢によって異なるため、一律の算出方法を記載することができません。

◇年金開始日以後にご負担いただく費用
・「保険関係費用」
支払年金年額に対して年率1.0%を毎年の年金支払期日に控除します。

《投資リスクについて》
・個人変額年金保険の特別勘定資産は主に投資信託に投資されますが、投資信託は値動きのある株式、債
券などに投資するため、基準価額が変動し、特別勘定資産の運用実績に反映されます。

・個人変額年金保険では、特別勘定資産の運用実績が年金年額、死亡給付金額、災害死亡給付金額、積立
金額、解約払戻金額などに反映されます。死亡給付金額、災害死亡給付金額（最低年金原資保証特約を
付加したご契約については、年金開始日の前日まで有効に契約した場合の年金原資の額を含みます。）
には最低保証がありますが、積立金額、解約払戻金額（最低年金原資保証特約を付加していないご契約
については、年金原資の額を含みます。）は最低保証がありませんので、株式の価格下落（価格変動リ
スク）、金利上昇による債券などの価格下落（金利変動リスク）、為替変動による外国証券の価格下落
（為替変動リスク）などにより、お受取りになる金額の合計額がお払込保険料を下回ることがあり、損
失が生じるおそれがあります。

・この商品は、生命保険商品であり、投資信託ではありません。
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市場動向

◆当期の市場動向

インデックスの推移

（注）コメントについては運用委託先であるＴ＆Ｄアセットマネジメント（株）が作成したものです。

2024年度通期は、収益重視型のインデックスの伸び率が

プラス、年金原資保証型と安定運用重視型のインデックス

の伸び率がマイナスとなりました。資産別では、外国株式

（円換算ベース）などがプラス寄与、国内債券などがマイ

ナス寄与しました。

（注）１．インデックスとは特別勘定の運用実績を指数化したもので、設定時 (2001年1月末）を「１」と
しています。なお、この運用実績は、ご契約者の支払われた保険料から死亡保障などにあてられ
るものの一部を控除した部分の伸び率です。積立金額の計算は、この他に契約の維持管理に必要
な費用なども差し引いて計算しますので、上記の運用実績(インデックス伸び率）は積立金額や
給付金、解約払戻金などの受取額の増減率を表すものではありません。

２．上記伸び率は各時点から基準日までの運用実績を表しています。
契約月別運用実績例は当資料5ページに記載しています。

３．上記数値は、基準日までの過去の運用実績であり、将来の運用成果を保証するものでは
ありません。
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2024年度通期の運用環境は以下のとおりです。

債券市場では、長期金利は国内は上昇、米国は横ばいで終わりました。株式市場では、国内株式は下落、外国

株式は上昇しました。為替市場では、円は対ドル、対ユーロともに横ばいで終わりました。

国内長期金利は、日本銀行の追加利上げが織り込まれる形で期を通じて上昇しました。賃上げ期待や高めの物

価指標を受けて、日本銀行の追加利上げ観測が高まりました。米国長期金利は、上期は労働市場に軟化の兆しが

見られたことやインフレの減速が確認されたことなどから低下しました。下期は依然として底堅い米国経済やト

ランプ政権の政策がインフレ率を再び上昇させるのではないかとの懸念から上昇し、年度では横ばいで終わりま

した。

株式市場では、国内株式は日本企業の収益性向上への期待や、為替市場における円安進行、ＦＲＢによる利下

げ期待などから一時史上最高値を更新しました。その後、日本銀行の利上げ観測を巡り大きく下落しましたが、

持ち直した後横ばい推移しました。しかし期の終盤に米国の関税に対する懸念から下落しました。外国株式は、

期の前半はＡＩ関連への期待やＦＲＢによる利下げ期待、その後はトランプ政権の政策への期待が株価上昇に寄

与しました。しかし期の終盤に米国の関税政策が経済に悪影響を及ぼすとの懸念が高まり、期末にかけて下落し

ました。年度では株価は上昇しました。為替市場では、上期前半には円安進行しましたが、上期後半には日米欧

の金融政策スタンスの違いから円高に振れました。下期には日本銀行の利上げ観測の高まりや海外金利の動向な

どにより為替は上下に振れる場面がありましたが、年度では横ばいで終わりました。
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過去6ヵ月 過去1年 設定来

年金原資保証型 1.9234 -1.45% -1.90% 92.34%

安定運用重視型 1.5474 -2.16% -2.89% 54.74%

収益重視型 2.6874 -0.06% 0.17% 168.74%

インデックスの伸び率3月末

インデックス

項目
国内株式

（日経平均）
国内債券

（10年金利）
外国株式

（ＮＹダウ）
外国債券

（米国10年金利）
為替

（ドル円）
為替

（ユーロ円）

動き 下落 上昇 上昇 横ばい 横ばい 横ばい



資産運用状況

◆運用の基本方針

◆資産配分状況     （単位：百万円）

投資勘定選択型
安定運用重視型 収益重視型

時価残高 実績構成比 基本構成比 時価残高 実績構成比 基本構成比 時価残高 実績構成比 基本構成比

14 23.4% 25.0% 6 11.8% 10.0% 95 46.2% 45.0% 
30 49.5% 55.0% 39 68.4% 70.0% 47 23.2% 25.0% 
4 6.6% 5.0% 3 6.3% 5.0% 33 16.2% 15.0% 
4 8.0% 10.0% 0 1.7% 5.0% 14 7.1% 10.0% 
7 12.4% 5.0% 6 11.8% 10.0% 15 7.3% 5.0% 
62 100.0% 100.0% 57 100.0% 100.0% 206 100.0% 100.0% 

（注） 1.百万円未満は切り捨てといたしました。
　　　 2.期末を跨ぐ取引がある場合、未払金・未払費用などの負債数値との純額表示としています。
       3.各資産の時価残高には、各資産を主たる運用対象とする投資信託を含みます。

　◇投資行動

　◇今後の運用方針

保有契約高
（単位：件、百万円）

年金原資保証型
投資勘定選択型
合計
(注）  １．保有契約高には、年金開始前契約の基準年金年額に対する年金原資の額を表示しています。
       ２．百万円未満は切り捨てといたしました。

外国債券

項目
年金原資保証型

国内株式
国内債券
外国株式

21 46

現預金・その他
特別勘定計

項目 件数 金額

39 199
60 245

○各特別勘定の基本方針
①安定運用重視型特別勘定
国内債券の構成比を高めとし、外国債券や内外株式の構成比を低めとした基本構成比を持つポート
フォリオとし、安定的な収益率を目指した運用を行います。

②収益重視型特別勘定
外国債券や内外株式の構成比を高めとした基本構成比を持つポートフォリオとし、短期的な変動は
大きいものの、長期的に高い収益率を目指した運用を行います。

③最低年金原資保証特約用特別勘定
資産種類（内外株式、内外債券など）ごとにバランスよく資産配分した基本構成比を持つポート
フォリオとし、安定性と収益性の両面を追求した運用を行います。

○各資産の方針
・国内外の株式に関しては、業績、成長力、将来性、株価水準、流動性などを勘案のうえ、
銘柄選定を行い、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。

・国内外の債券に関しては、信用度、流動性ともに良好な国内外の債券の中から銘柄選定を行い、
安定した利息収入と値上がり益の確保を図ります。

・外貨建投資に関しては、為替市場動向にも十分配慮し適切な運用を行います。

（注）上記各資産（国内株式、国内債券、外国株式および外国債券）には、各資産
を主たる運用対象とする投資信託を含みます。

（注）投資行動および今後の運用方針のコメントは、運用委託先であるＴ＆Ｄアセットマネジメント（株）が作成したものです。

国内長期金利は、日本銀行の金融政策の動向や賃金動向も睨みつつ、イールドカーブがスティープ化する可能

性があり、長期金利は上昇する見通しです。海外長期金利については、ＦＲＢのバランスシート政策やトランプ

政権の意向（金利低下圧力）と、根強いインフレ（金利上昇圧力）が相殺することで、長期金利は横ばい推移を

予想しています。国内株式については、足許の株価はやや割安とみられることから、次第に上昇する見込みです。

外国株式については、関税の引き上げによる悪影響は懸念しつつも、米国経済に対する懸念はやや行き過ぎとも

みられるなか、見方の修正が株価を底堅く推移させると予想しています。為替については、日米の金融政策のス

タンスの違いや購買力平価の観点から円高進行を見込んでいます。上記、市場見通しのもとで、基本構成比対比

で国内株式と外国株式を高め、国内債券と外国債券を低めとする資産配分方針とします。

資産配分については、当初は基本構成比対比で国内株式を高め、国内債券を低めとしました。国内株式は日本

企業の収益の改善や日本経済の先行きへの期待から株価は底堅く推移すると予想し高め、国内債券は日本銀行の

利上げに伴う金利上昇に対する警戒から低めとする資産配分方針にて運用を行いました。7月には、米国の実体経

済は潜在成長率程度の成長を遂げると予想するなかで、利下げも行われていくと予想し、株式が選好される環境

との判断から、外国株式を高めにしました。一方で、為替変動リスクを抑制するため、外国債券を低めとする資

産配分方針に変更しました。なお、国内株式を高め、国内債券を低めとする資産配分方針は期初から維持しまし

た。
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ご参考  契約月別運用実績の例

一時払、４０歳加入、年金開始年齢６０歳、保険料１,０００万円の場合

積立金額 契約月別 年 複 利 積立金額 契約月別 年 複 利 積立金額 契約月別 年 複 利

運用実績 運用実績 運用実績

（万円） （％） （％） （万円） （％） （％） （万円） （％） （％）

2001年 2月1日 1,481 48.20 1.64 1,329 32.93 1.18 2,308 130.86 3.52
(平成13年) 3月1日 1,521 52.10 1.76 1,346 34.61 1.24 2,435 143.59 3.77

4月1日 1,497 49.78 1.70 1,334 33.50 1.21 2,397 139.78 3.71

5月1日 1,459 45.96 1.59 1,315 31.55 1.15 2,290 129.03 3.53

6月1日 1,491 49.17 1.69 1,329 32.91 1.20 2,367 136.76 3.68

7月1日 1,495 49.58 1.71 1,327 32.79 1.20 2,381 138.15 3.72

8月1日 1,536 53.67 1.83 1,347 34.79 1.27 2,483 148.33 3.92

9月1日 1,599 60.00 2.01 1,378 37.87 1.37 2,664 166.42 4.24

10月1日 1,641 64.19 2.13 1,400 40.01 1.44 2,800 180.02 4.48

11月1日 1,620 62.02 2.08 1,385 38.52 1.40 2,738 173.89 4.40

12月1日 1,627 62.75 2.11 1,385 38.57 1.41 2,734 173.42 4.40

2002年 1月1日 1,614 61.42 2.08 1,372 37.27 1.37 2,689 168.96 4.35
(平成14年) 2月1日 1,653 65.39 2.20 1,393 39.38 1.44 2,797 179.79 4.54

3月1日 1,641 64.19 2.17 1,387 38.77 1.43 2,763 176.33 4.50

4月1日 1,622 62.22 2.13 1,376 37.68 1.40 2,707 170.76 4.43

5月1日 1,622 62.21 2.13 1,381 38.18 1.42 2,726 172.69 4.47

6月1日 1,613 61.39 2.12 1,380 38.09 1.42 2,707 170.74 4.46

7月1日 1,656 65.61 2.24 1,398 39.87 1.49 2,856 185.67 4.72

8月1日 1,694 69.50 2.36 1,416 41.63 1.55 2,989 198.96 4.95

9月1日 1,697 69.79 2.37 1,412 41.22 1.54 3,018 201.85 5.01

10月1日 1,704 70.40 2.40 1,416 41.63 1.56 3,061 206.11 5.10

11月1日 1,712 71.28 2.43 1,412 41.24 1.55 3,090 209.07 5.16

12月1日 1,695 69.59 2.39 1,404 40.49 1.53 3,024 202.45 5.08

2003年 1月1日 1,712 71.29 2.45 1,411 41.15 1.56 3,109 210.99 5.23
(平成15年) 2月1日 1,723 72.33 2.49 1,412 41.25 1.57 3,171 217.17 5.35

3月1日 1,734 73.45 2.53 1,416 41.69 1.59 3,213 221.32 5.43

4月1日 1,741 74.19 2.55 1,413 41.35 1.59 3,238 223.84 5.49

5月1日 1,728 72.84 2.53 1,402 40.23 1.55 3,196 219.63 5.44

6月1日 1,691 69.17 2.44 1,384 38.41 1.50 3,094 209.41 5.31

7月1日 1,680 68.08 2.42 1,390 39.06 1.53 3,011 201.19 5.20

8月1日 1,672 67.27 2.40 1,391 39.18 1.54 2,966 196.68 5.15

9月1日 1,682 68.27 2.44 1,412 41.29 1.61 2,935 193.53 5.12

10月1日 1,676 67.67 2.43 1,410 41.06 1.61 2,930 193.07 5.13

11月1日 1,673 67.35 2.43 1,410 41.04 1.62 2,903 190.30 5.10

注）１．ご契約内容が契約例と異なる場合は、上記の金額、数値も異なります。
　　２．上記の数値は、基準日までの過去の運用実績に基づいて計算したものであり、将来の運用成
　　　　果を保証するものではありません。
　　３．積立金額は、基準日までに積み立てた金額を契約日ごとに示したものです。
　　４．契約月別運用実績は、各ご契約における積立金額の一時払保険料（1,000万円）に対する伸び
　　　　率を示したものです。解約払戻金額は、契約日から所定の年数が経過していない場合には、
        積立金額から所定の金額を差し引いた金額となりますので、契約月別運用実績は解約払戻金
        額の一時払保険料に対する伸び率を表すものではありません。
　　５．年複利は、契約月別運用実績を年複利換算したもので、契約日から1年を経過したものについ
　　　　て表示しています。
　　６．年金原資保証型は最低年金原資保証特約を付加し、途中でこの特約を解約しなかったものと
　　　　して計算した金額、数値を表示しています。
　　７．投資勘定選択型の安定運用重視型特別勘定、収益重視型特別勘定は、それぞれの特別勘定に
　　　　保険料をすべて繰り入れ、積立金の移転を行わなかったものとして計算した金額、数値を表
　　　　示しています。

契　　約　　日

年金原資保証型 投資勘定選択型

安定運用重視型特別勘定 収益重視型特別勘定
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